

· 本マニュアルをお受け取りいただき、ありがとうございます。
· 内容を吟味されたうえで、適宜カスタマイズしてご活用いただければ幸いです。
· 業種業界他、その他の条件によって過不足がありましたら、そちらも適宜ご判断のうえで加筆修正してください。
· なお、本マニュアルは危機広報対応の成果を保証するものではなく、あくまで事例もしくは土台としてご提供するものでありますこと、予めご了承ください。
高場経営広報舎
≪危機広報マニュアル≫
20○○年○月○日
株式会社○○○○
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 1. 危機管理広報の基本方針 　　　　　　　　　　　　　　　　　　
1-(1) 危機管理広報の基本的な考え方
· 危機管理広報とは、危機発生時において、メディアによってもたらされる社会的批判や疑惑をできる限り抑え、企業イメージの毀損を最小限に留めることである。
· 毀損した企業イメージそのものを回復させる要諦は、広報のテクニックではなく経営の姿勢であり、広報はそれを然るべきやり方とタイミングで伝える機能を担う。
· したがって「危機管理広報さえうまくやれば、毀損した企業イメージは回復する」のではなく、「危機管理広報をしくじれば、ただでさえ毀損した企業イメージの悪化に拍車をかける」ことを認識するべきである。
1-(2) リスクマネジメントとクライシスマネジメント
· リスクとは、それが起きれば会社に何らかのマイナスの影響を及ぼす事象である。
· 起きる前に、あるいは起きないように管理するのがリスクマネジメントである。
· クライシスとは、すでに起きてしまった危機的事態であり、管理するのではなく対処するものである。
· 起きた危機的事態を早急に収拾するのがクライシスマネジメントである。
· 危機管理広報はクライシスコミュニケーションとも言われ、クライシスマネジメントの柱の１つである。
· 「当社はリスクマネジメントをしっかりやっているから、危機管理広報も大丈夫」という考え方は誤解である。
 2. 危機対策本部の建つけ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
2-(1) 役割
· 危機に関連する情報を全方位的に集約し、的確かつ迅速に判断して、方針を決定し、関係者に対して適切なアクションの指示を出すことを役割とする。
· 危機に関連する全般を対象とするが、危機広報対策の優先度が極めて高いという認識を共有する。
· 取締役会で承認された機能として然るべき権限を有し、各部門の役職員はその指示に優先的に従う義務を負う。
2-(2) 構成メンバー
· 代表取締役社長を本部長とし、以下のメンバーおよび本部長の指名した者で構成される。
· 本部長が不在の場合には、副本部長が代行する。
· 事務局長は広報責任者が担当する。
· 本部長は必要に応じて、危機広報コンサルタント、弁護士、有識者などの第三者をアサインすることができる。
	構成メンバー
	組織上の役職
	氏名

	本部長
	代表取締役社長
	

	副本部長
	
	

	事務局長
	広報部長
	

	構成メンバーＡ
	
	

	構成メンバーＢ
	
	

	構成メンバーＣ
	
	

	……
	
	


2-(3) 開催方法
· 危機対策本部の招集がかかれば、構成メンバーは、本人が、最優先で集合する責務がある。それを担保するために以下をルールとする。
· 構成メンバーは、どんな状況にあっても、あらかじめ指定された連絡手段による連絡に応答しなければならない。
· 危機対策本部会議の開催は、スピードを優先してリモート開催を可とし、構成メンバーはそれに応じてインフラを整備しなければならない。
 3. 危機発生後のフロー 　     　　　　　　　　　　　　　　　 　
3-(1) 社長への緊急連絡
· 危機情報、ないし直感的に危機に至る可能性を感じる情報の第一報を入手したら、何よりも速く社長に緊急連絡する。
· この連絡は時間帯も曜日もまったく気にする必要はなく、「もし、この情報が危機に至らなかったら」など気にする必要もない。詳細情報を入手する前でよく、速報することを最優先させる。
· これを可能にするために、広報は危機情報、ないし直感的に危機に至る可能性を感じる情報が、自分のところに集約される仕組みをつくり日ごろから運用していなければならない。
3-(2) 事実関係の情報収集
· 現状：危機情報、ないし直感的に危機に至る可能性を感じる情報の第一報を入手し、社長に速報する一方で、「現状」を把握するべく情報収集を開始する。
· ５Ｗ１Ｈのうち、When（いつ）、Where（どこで）、Who（誰が）、What（何を）の４Ｗを中心にする。Why（なぜ）やHow（どうやって）は「原因究明」の領域に及ぶため、初期の段階では獲得できない可能性が高く、無理に望めば憶測も入りやすいため、その点も配慮しながら対応する。
· 経緯がわかりしだい、時系列で整理する。
· その時点における被害・損害・影響の範囲をつかむ。
· 安全確保、二次被害回避のための応急的処置があれば把握する。
· 警察・消防・救急など緊急対応機関の出動の有無をつかむ。
· 以上は時々刻々と変化するので、必ず日時と情報源を記載しておく。
· 原因：上記の通り初動で把握できない可能性が高く、事案によっては時間を要するケースもある。
· 原因がわからなければ再発防止策を検討しようがないため、非常に重要な情報になる。したがって、明らかになるまで、情報は取得し続ける。
· 原因が特定できなくてもメディアから「原因は何か」問われるが、推測や憶測の回答は絶対に避ける。大事な内容を推測や憶測で答える姿勢そのものが非難の対象となり得る。予断をもってあたらないこと。
· 見解：現状や原因究明と並行して、当該事案に対する会社としての見解を求められる。要するに会社としての「立場」。
· 原因が明確になるまでは回答できないため、「現在調査中であり、判明ししだいお知らせする」とすること。
· 以上の情報収集は、初動だけでなく、危機対策本部の招集以降も継続的に行う。
· 新たな情報がわかりしだい、しかるべきタイミングでポジション・ペーパーに反映し更新していく。

3-(3) 危機対策本部の設置
· 取締役会承認のもと、危機対策本部長の指示により危機対策本部を設置し、事務局長が構成メンバーを招集する（実質的には本部長判断で招集し、取締役会は事後承認となる）。
· 危機情報の第一報を受け、速やかに設置する。遅くとも２時間以内には設置するのが１つの目安。
· 事案の大きさや影響度を気にするあまり、設置を躊躇しないこと。必要なければ早々に解除すれば良い。
· 危機対策本部を速やかに設置できなければ、社長が知るタイミングが遅いことと同様、痛烈な批判の対象になり得る。
· 外部関係先に連絡・報告を行う担当責任者を危機対策本部のサブとして、広報のもとで招集する。
· コンタクトしている危機広報コンサルタントやPR会社に一報し、危機対策本部を招集する趣旨を伝え、状況に応じて即座に支援してもらえるよう、スタンバイを要請する。
· 社内に向け、危機対策本部の設置とその趣旨を通達する。
3-(4) 危機対応方針の検討と決定
· その時点で把握できている事実関係の情報を共有し、それをもとに危機対応方針を決定する。危機の一報を受けてから３時間以内の方針決定を目途とする。
· 会社の置かれている状況を見極める。
· 謝罪のしかたについて方向づけする。
· 会社としての「見解」を言語化する。
· 全体のコミュニケーションプランを方向づけする。
· 記者会見の要否を協議し決定する。
· 外部関係先への連絡の手順と、担当責任者の役割分担を確認する。
· TDnet開示の要否を確認する（上場企業の場合）。
· 社内への情報共有の指針を確認する。
· 危機対策本部における以降の情報共有・意思決定のしかたを確認する。
· 注意事項：人が集まると情報も集まり、事態の状況や進展に関しあれこれ評論や推測をしたくなるもの。しかし緊急事態にあり、「時間」は最も重要な要素。必要な議題から逸れた話題に花を咲かせる余裕はない。必要事項のみに集中することを互いに心がける。
3-(5) ポジション・ペーパーの作成
· ポジション・ペーパーとは、起きている危機的事案の、客観的事実、経緯、対応方針などを簡潔に箇条書きで整理したドキュメント。
· 変化する状況に合わせ、日時を明記したうえでアップデートする。
· プレスリリース／想定問答／社長声明も、ポジション・ペーパーを骨子として作成する。
· ポジション・ペーパーがそのまま発表されることはない。
· 危機管理広報では、事件・事故、不祥事が起きた際に、謝罪・現状・原因究明・再発防止策・責任の５点を表明していくことになるが、ポジション・ペーパーでは、このうち謝罪を除いた現状・原因究明・再発防止策・責任の４点が骨格になる。
· 「現状」だけだと大粒すぎる場合は、「発生からの経緯」「対応の状況」「被害・影響の状況」など適宜細分化して設ける。
· 「原因究明」は、序盤で判明していなくても項目は設け、「鋭意調査中」「現時点では未判明」「判明次第発表する予定」などと記載する。
· 「再発防止策」も同様に項目は設け、「現時点では未確定」「確定次第発表する予定」「原因究明が完了しだい、検討の上で発表予定」などと記載する。
· 「責任」の表明は事案の全貌が見えた終盤、再発防止策が整理できたタイミング以降であることが多く、同様に項目は設け、「原因究明に全力を挙げており、現時点では未定」と明確に記載しておく。
· 上場企業であれば「業績への影響」の記載の別途検討が必要であり、取引所と要相談のこと。
· 参考：ポジション・ペーパーの事例
	ポジション・ペーパー
事案名：当社直営店舗における火災発生の件
No.○　
20○○年○月○日　AM/PM○時○分　
広報室 ○○
　
1. 事実関係：
· 本日○時頃、当社直営の「○○店」で火災が発生。
2. 現況：
· ○○消防署に通報、○時現在消火活動中。
· 火災確認時点で入店中のお客様は○名、店長による避難誘導により、火災確認後約○分で避難完了し、全員無事を確認。
· 店舗勤務従業員は全員無事を確認。
· お客様および店舗勤務従業員のけが等の状況は確認中。
· 店舗周辺への延焼等の影響は、消防により調査中。
3. 応急的処置等：
· 店舗周辺の半径○m以内に居住されている住民は、消防の指示により緊急避難。
4. 店舗の被害状況：
· 商品が燃えているため、損害が見込まれるが、現時点では把握することができない。
5. これまでの経緯：
○時○分　○○店で出火
○時○分　店長の指示でお客様を避難誘導、消防への通報
○時○分　同じく店長の指示で店舗従業員を避難誘導
○時○分　消防より周辺施設及び住民への避難指示
○時○分　広報室で緊急連絡入手、社長に報告、危機対策本部設置の指示
○時○分　危機対策本部設置
○時○分　危機対策本部初回本部会議開催
○時○分　プレスリリース配信
6. 出火原因：
· 出火場所、出火原因とも、現時点において不明。
7. 再発防止策：
· 未定。
8. 会社の立場：
· 出火原因不明につき、現時点では見解を持たない。
9. 業績への影響：
· 現時点において未定、分かり次第、必要があれば開示する。
参考：当該店舗の概要
· 店舗名称：
· 所在地：
· 規模（建物概要）：
· 店員数：
· 商品点数：
以上


3-(6) 外部関係先への連絡・報告
· 本件危機対応に関する連絡・報告の対象となる外部関係先、およびその担当責任者は以下の通り（順番と重要性は無関係）。
	外部関係先
	担当責任者

	
	部署
	氏名

	取引所
	
	

	金融庁
	
	

	監督官庁
	
	

	金融機関
	
	

	顧客
	
	

	取引先
	
	

	株主
	
	

	監査法人
	
	

	警察
	
	

	消防
	
	

	自治体
	
	

	近隣住民
	
	

	……
	
	


· 報告・連絡すべき内容は、その時点における最新のポジション・ペーパーに準拠し、連絡先にふさわしいやり方で行う。
· 書面が必要であれば、報告・連絡先が要望する書式や記載要領に従って、各連絡先担当者の責任において作成する。
· 報告・連絡した先から入る質問や指摘、指示等については、各担当責任者から速やかに危機対策本部に報告する。
3-(7) 想定問答の作成
· 社会部記者になったつもりで、忖度せずに厳しい質問を挙げる。たとえば不祥事や事故などの場合、次のようなネガティブな視点に立ち、それを問いただす質問をすべて挙げること。
· 会社が何かミスをしているのではないか
· 何か隠しているのではないか
· 想定や見通しが甘かったのではないか
· やると決めたことをやっていなかったのではないか
· ガバナンスが効いていなかったのではないか
· 裏で指示をしていたのではないか
· 管理体制が緩いのではないか
· 過去にも起きているのではないか
· 危機の温床を放置していたのではないか
· 利益と安全を両天秤にかけていたのではないか
· 回答案は、内容はその時点のポジション・ペーパーに準拠し、形式は言い切り型の短いセンテンスで表現すること。以下その観点。
· 「逃げない」「隠さない」「噓をつかない」を基本姿勢に、潔く回答する。
· 非がある部分が明らかであれば、潔く認めて謝罪すること。非がない部分は毅然と否定すること。そのメリハリを想定問答のスタンスとして明確化するのが大事。
· ダラダラ長い文章で作成しないこと。シンプルに箇条書き。まず「結論」を端的に。加えて「理由や背景」を必要に応じてコンパクトに添える。
· 答えにくい質問は、まず「どれほど答えにくいのか」を説明したくなる本能を抑える。
· できないならできない、言えないなら言えない、わからないなら分からない、潔く回答し、続いてその理由を簡潔に述べる。
· １つの質問に回答しても、二次質問、三次質問は必ずあるので、想定して準備する。曖昧な回答だと、記者が納得するまで詰められると覚悟する。
· 数値は明確に（いつ時点の数値であるかも明確に）。被害や影響に関する数値で、仮に広がる可能性があるのなら、あいまいに「小さく見せる」のはかえってマイナス。「現時点で分かっているのはこの範囲」と、客観的に示す。
· 想定問答の数は多ければ良いというものではない。多過ぎると使いにくい。後から設問が追加されても、類似のものは適度に抽象度をそろえて整理・統合する。
3-(8) プレスリリースの作成
· その時点のポジション・ペーパーを土台にして、体裁を変えて作成する。体裁を調整すべき箇所は概ね以下のとおり。
· 宛先を左上に記載する
· タイトルを記載する
· 冒頭文を入れる
· 各箇所の表現を調整する
· 必要であれば、社長コメントを挿入する
· 問い合わせ先を明記する
· TDnetで開示する際には、相応の形式に成形すること。
· TDnet開示の要否については、取引所に相談すること。
· 開示するとした場合には、所定の様式に則ること。
· またTDnet開示とプレスリリースとの両方を同時に発信すべきかどうかについては、内容と状況を踏まえて慎重に判断すること。
· 参考：プレスリリースの事例
	20○○年○月○日　
各位
株式会社○○○○
代表取締役社長　○○○○
当社直営の「○○店」における火災発生について
本日、株式会社○○○○（本社：東京都○○区、代表者：代表取締役社長 ○○○○）が直営する「○○店」において火災が発生しました。
出火時点で入店されていたお客様、当該店舗周辺の住民の皆様、ならびに関係各位に多大なるご迷惑とご心配をおかけいたしておりますこと、心よりお詫び申し上げます。
以下、その状況等についてお知らせいたします（○○年○月○日 ○時○分現在の情報に基づくものです）。

1. 事実関係：
· 本日○時頃、当社直営の「○○店」で火災が発生。
· 当該店舗の概要については以下の通り
2. 現況：
· ○○消防署に通報、○時現在消火活動中。
· 火災確認時点で入店中のお客様は○名、店長による避難誘導により、火災確認後約○分で避難完了し、全員無事を確認。
· 店舗勤務従業員は全員無事を確認。
· お客様および店舗勤務従業員のけが等の状況は確認中。
· 店舗周辺への延焼等の影響は、消防により調査中。
3. 応急的処置等：
· 店舗周辺の半径○m以内に居住されている住民は、消防の指示により緊急避難。
4. これまでの経緯：
○時○分　○○店で出火
○時○分　店長の指示でお客様を避難誘導、消防への通報
○時○分　同じく店長の指示で店舗従業員を避難誘導
○時○分　消防より周辺施設及び住民への避難指示
○時○分　広報室で緊急連絡入手、社長に報告、危機対策本部設置の指示
○時○分　危機対策本部設置
○時○分　危機対策本部初回本部会議開催
○時○分　プレスリリース配信
5. 出火原因：
消防による消火活動が進行中であり、現時点において不明です。過失もしくは故意の可能性につきましても、消防からは連絡を受けておりません。
6. 再発防止策：
出火原因が特定できていないため、現時点におきましては未定です。出火原因が特定され次第、鋭意決定いたします。
7. 当社としての責任：
出火原因が特定された上で、しかるべき判断の上、責任につきましても明確化し、お知らせいたします。
8. 業績への影響：
現時点においては未定です。明らかになり次第、必要があれば開示いたします。
ご参考：当該店舗の概要
· 店舗名称：
· 所在地：
· 規模（建物概要）：
· 店員数：
· 商品点数：
以上
＜本件に関するお問い合わせ先＞
株式会社○○○○　広報室　○○・○○
TEL ○○(○○○)○○○○／FAX ○○(○○○)○○○○
e-mail pr@○○○.co.jp



 4. メディア対応の要諦 　     　　　　　　　　　　　　　　　   
4-(1) 対応窓口の一本化
· メディアの対応窓口を広報に一本化する。
· 厳格に行い、全社に徹底する。
· 記者は、友人、あるいは友人の友人に取材対象会社の従業員がいれば、そのルートで有事における会社の実態を探ることもある。
· 全社徹底の際には、「仮にメディア関係の友人・知人から状況を聞かれても、『メディアの窓口は広報に一本化するよう指示されているので、広報に問い合わせてほしい』と回答してください」という、明確な指示をする。
· 広報担当者に架かるメディアからの電話を隣の部門の従業員に取り次いでもらう場合、取次者が用件を聞くと「会社は今どんな状況ですか」など質問を繰り出す可能性がある。
· 「『すぐに広報担当から折り返す』とだけ伝え、連絡先と名前のみうかがい、用件は聞かないでください」と徹底する。
4-(2) 記者の欲求を知る
· 記者は次のような情報を獲得しようと仕掛けてくる。広報としてはポジション・ペーパーに準拠した内容で回答するが、それを何とかして切り崩そうと、揺さぶりをかけてくると心得る。
· 公式発表とは異なるコメント
· 会社の見解と反対の意見や本音の声
· 従業員による上層部や会社に対する批判
· 今の状況に至る紆余曲折や試行錯誤の実態
· 困っている・怒っている・とまどっている・途方に暮れている・激震が走っている、浮足立っているなど、リアルな様子
· 社長はじめ経営陣の、普段とは違った様子
4-(3) 記者の手法を知る
· 上記の揺さぶり質問の主な切り口は次の通り。
· わざとあからさまに挑発する
· 逆なでするような否定的な解釈を披露して煽る
· 言葉尻をとらえて突っ込む
· 感想を求めてそれをコメントにする
· 微妙な解釈を返し、明確に否定しなければコメントにする
4-(4) 対応の心得
· 内容：その時点のポジション・ペーパーおよび想定問答に準拠する
· それ以外の質問が必ずくるので、「現時点でのお答えは、〇〇〇となります」と、最初の回答を繰り返す。
· このとき「現時点では、そのご質問にはお答えしておりません」としてしまうと、「それはなぜか」など、さらなる突っ込みを誘発するので注意。
· 上記を守ろうとするあまり、木で鼻をくくったような対応になったとしても、状況に鑑みればやむなし。
· 姿勢：卑屈になる必要はないが、自信満々というのも場違い、フラットで真摯な姿勢が良い。
· 日頃のメディア対応の延長で、知っている記者についフレンドリーに接してしまうのはNG。
· 言わないと決めたら絶対に言わない、鉄面皮を演じることも必要。
· 感情：感情的にならず、冷静に、落ち着いて対応する。
· 質問に対して、ひと呼吸置き、ゆっくりと回答する。
· 録音されていなくても、録音されていると思って対応する。
· 心得：
· 決して論争しない。
· 個人的見解を問われたら、「私の個人的見解を申し上げる場ではないので、差し控えさせていただきます」と回答する。さらに切り込まれても、同じ回答を繰り返す。
· 間違った解釈をされたら、「〇〇の部分が違っていて、正しくは〇〇です。他のところはご理解の通りです」という具合に、全体ではなくその部分を丁寧に説明し、否定する。
· 安易な肯定に受け取られないようにするために、クッション言葉として「なるほど」「そうですね」の使用を避ける。
· 「お答えできません」が通用するのは、守秘義務やインサイダー情報など明確な理由がある場合のみ。そうでなければ潔く答える方が良い。
· 記者が「なるほど」と応じてくれることはないと思うべき。



4-(5) 記録を残す
· ピーク時にはメディアからの問い合わせが殺到する。一言一句でなくてよいので、対応の状況をしっかり記録しておく。
· ホワイトボードに、日時／媒体名／記者名／連絡先／対応者名／質問内容／回答を一覧表にして、一元管理する。
· 対応状況の共有、対応や回答の軌道修正の必要性の検証、メディアの観点の趨勢・変遷の把握、社長はじめ上層部へのタイムリーな報告に代えること、４つの効果がある。
· ただし、情報管理をするべき内容であり、社内とはいえ誰でも閲覧できる位置にホワイトボードを置くことは避ける。
 5. 記者会見の開催　     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
5-(1) 開催を判断する基準
· すでに平時に決定し、社長はじめ関係者とその内容を共有している記者会見の開催基準に照らし、粛々と判断する。
1. 生命や健康に関わる事件や事故
2. 二次被害が拡大する恐れがある場合
3. 経営層や経営幹部の違法行為、会社ぐるみの違法行為
4. 起きた事案の影響が多岐に及ぶ場合
5. 社会的関心が高い事案
6. メディアの問い合わせが殺到して個別対応に限界がある場合
7. 記者クラブから要請があった場合
· 広報が第一報を受けた時点で、コンタクトしている危機広報コンサルタントに会見開催の要否判断を相談し、社長と個別協議のうえ、タイミングも含めて実質的に決定する。
5-(2) 記者会見会場の手配
· 記者会見会場は、自社会議室／貸会議室／ホテル／所属記者クラブ／兜倶楽部などが選択肢となるが、期日に確保できそうな会場の中から、事案の影響度を勘案した規模、招致する記者にとっての交通の観点、開催者にとっての使い勝手の観点などから判断する。
· 会場の確保から備品、設営まで、一切合切お願いする前提でコンタクトしているPR会社に動いてもらうのがベスト。
5-(3) 記者会見案内の配信
· 記者会見の案内に特別なフォーマットは必要なく、会社名／案件／日時／場所と略地図／登壇者／連絡先が明記されていれば十分。
· 上記の記者会見会場の件と合わせ、案内状の作成、案内先への配信、受付での出席者チェックと出席者リストの作成まで含めて、一連をPR会社に依頼するのが良い。
5-(4) 配布資料・補足資料・投影資料の用意
· 最低限プレスリリースは用意し、それ以外に何か補足資料が必要か、説明用に投影資料が必要か、事案と状況に応じて判断する。
· すべての資料をその時点で最新のポジション・ペーパーをもとに作成する。
· 分業で作成すると齟齬が起きやすいので、きわめて厳格に整合をチェックすること。
· 何月何日何時現在の資料であるかを明記すること。
5-(5) 想定問答の精査
· 最初のポジション・ペーパーを作成したときから、それに合わせて想定問答を作成しているはずなので、その最新のものをベースとしたうえで、次の４点を精査する。
1. 類似質問を簡潔に整理統合する（いたずらに数を増やさない）
2. 社長が登壇することで、メディアの質問は最終責任を問うような厳しいものになるため、あらためて設問を加筆修正する
3. 次項で述べる社長声明に対し、突っ込みも含めた質問が予測されるので、忖度せずに想定する
4. 株主総会と違って「事務局から回答案が画面に出てくる」わけではないので、事実関係／数値／固有名詞などの確定情報以外は、できるだけ頭に入れる前提で作成する
· どれだけ意を尽くして想定問答を作成しても、必ず想定外の質問は出るもの、最後は社長の力量に委ねる。


5-(6) 社長声明の決定
· 会見に臨んで誠意と謝意を表明する社長声明は、最重要のメッセージであり、謝罪の言葉はその中軸をなすものである。
· 初回の危機対策本部の会議で明確化したものを、「誰に対して」「何を」謝罪するのか、その表現や順番は適切か、意に即さないとらえ方をされる余地はないかなど、最終的に検証する。
· 最重要の対象者（直接的な被害や損害を受けた方々など）への謝罪に続き、それを中心に少しずつ対象範囲を拡げ、必要なステークホルダーに謝罪する。
· 謝罪をする対象と理由がアンバランスだったり、対象者の立場に立って聞いたときにピントがずれていたりすると、「とりあえず頭を下げているだけ」という印象を与え、逆に見識を疑われ不信感を増長するので要注意。
· 記者の視点を知る。記者は、お詫びする対象の方々の目線で、生命の内容とそれを発する態度から、以下を読み取ろうとする。
· この社長は本当に心から反省しているのか
· この社長は何に対して反省すべきかわかっているのか
· この社長は被害・損害を受けた方々に誠心誠意向き合うのか
· この社長は部下任せにせず、自ら細部にまで手を下すのか
· この社長は会社の利益よりも本件の解決を優先する人なのか
· 広報は社長にこのことをレクチャーし、社長は広報案に自身の言葉で手を入れ、臨むこと。
· 実際の謝罪との前後関係を確認する。直接的な被害や損害を受けた方々に対する謝罪は、基本的には記者会見を通じた謝罪の前に行っておくべき。
· 直接謝罪にうかがう行為そのものにメディアが押し寄せ、混乱をきたす可能性がある場合など、あえて記者会見を先行するほうがベターの場合もある。
· 社長声明、そのコアである謝罪の言葉、実際の謝罪との前後関係について、危機広報コンサルタントや社外取締役などの意見も踏まえ、慎重に決定する。
5-(7) 司会進行（広報責任者）の心得
· 会見の司会進行役は、広報責任者が務める。司会者には次の２つの責務がある。
· 会見場の秩序を守る責務：質疑応答の冒頭で「挙手いただき、司会から指名に従い、ご社名とお名前を言っていただいたうえで、ご発言をお願いします」というルールをアナウンスし、どんなにヒートアップした状況でも何の遠慮もなく徹底する。
· 登壇者のコメント・回答の間違えを即座に訂正する責務：登壇者のコメントは質問した記者以外のメディアでも使われる可能性があり、その場で訂正しないとかえって迷惑をかける。
· 会見時間は、基本的には記者の質問が出尽くすまでやり切る。
· 司会に立つ広報責任者が状況を見ながら判断する。
· 参考：一般的な進行の流れ
	(司会)
	冒頭
	· ただいまより、株式会社○○○○、今般の○○○に関する記者会見をはじめさせていただきます。
· 本日はご多忙のところ、急なお声がけにご参集賜り、たいへん申し訳ございません。

	
	出席者紹介
	· 本日の出席者を紹介させていただきます。
· 順に紹介、それぞれ立ったまま礼

	
	自己紹介
	· 私は、本日の進行を務めさせていただきます、広報室長の○○○○でございます。よろしくお願い申し上げます。

	
	切り出し
	· それではまず、代表取締役社長の○○○○より、今般の件に関しまして、ひと言申し述べさせていただきます。
· ○○社長、お願いします。

	(社長)
	社長声明
	· 代表取締役社長の○○でございます。
· 本日はご多忙のところ、急なお声がけにご参集賜り、大変申し訳ございません。
· このたびは……。
· ○○の方には、心より深くお詫び申し上げます。大変申し訳ございませんでした。
· 全員で、10秒間、45度で低頭、手は体の横
· また○○の皆さま、○○の皆さま、ならびに○○の皆さまには、多大なるご迷惑ご心配をおかけいたしましたこと、重ねまして、深くお詫び申し上げます。
· 全員で、10秒間、45度で低頭、手は体の横

	(司会)
	切り替え
	· それでは、着席させていただき、本件の一連の状況につきまして、お手元資料をご覧いただきながら、社長よりご説明させていただきます。
· ○○社長、お願いします。

	(社長)
	詳細説明
	· (資料に沿って、丁寧に説明)
· 以上、ご説明申し上げます。
· 全員で、頭を下げる

	(司会)
	切り替え
	· それではこれより、質疑応答に移りたいと存じます。
· ご質問に際しては、挙手をお願いいたします。マイク係がマイクをお持ちいたしますので、そちらをお使いいただき、「御社名」と「お名前」をお願いいたします。

	
	質疑応答
	· それではご質問のある方、どうぞ挙手をお願いいたします。

	＜質疑応答＞　基本、質問が出尽くすまで継続する

	(司会)
	切り替え
	· ほかにご質問はございませんでしょうか。
· 2～3回確認し、質問が出尽くしたことを場に周知
· それではこれをもちまして、記者会見を終了とさせていただきます。
· 司会とのアイコンタクトで全員起立

	
	終了宣言
	· 本日はご多忙のところ、当社記者会見にお越しいただき、大変申し訳ございません。
· 以上を持ちまして、株式会社○○○○の記者会見を終了いたします。
· 全員で、５秒間、45度で低頭、手は体の横


5-(8) 登壇者（社長）の心得
· 社長が会社を代表して謝意と誠意を示し、危機に対して真正面から向き合い、責任を持って収束させる意思を表明する場。「逃げない・隠さない・嘘をつかない」という対応の心得を体現する場。
· 「会見に出てきたのに逃げている」「会見に立っているのに隠している」という印象を与えてしまうとしたら、「会見をやらない」よりもさらに逆効果に陥る。
· 失敗会見の原因のほとんどは、記者の挑発に反応して敵対的な感情に支配され、お詫びする対象の方々がその向こう側にいることを、つい忘れてしまうこと。
· 論争する／開き直る／「教えてやる」モードになる／正当化する／言い訳する／言い逃れする／問題をすり替える／責任転嫁する、すべてNG。
· 回答の内容や回答のしかたを通じて、要は「社長の見識」が問われている。
· 社長の一挙手一投足に対し、メディアの向こう側にいるお詫びの対象の方々、そしてさまざまなステークホルダーから、社長自身の見識を問う視線が注がれていることを理解する。
· 想定問答はあくまで土台であり、その上に立ち、自分の言葉で応じる。
· 想定問答にない質問は、ないことに焦らず落ち着いて自問し、経営者の信念で回答する。
· 問われているのは、社長の２つの本気度である。
· １つは平時の本気度：安心・安全／コンプライアンス／人権尊重といった重要事項に本気で取り組んできたか、これらを利益との両天秤にかけてこなかったか、部下任せ／ルール策定のみにしてこなかったか。
· もう１つは有事の本気度：「逃げない・隠さない・嘘をつかない」人か、謝罪・現況・原因究明・再発防止・経営責任を「自分の言葉」で語っているか、先頭に立ち最優先で取り組む姿勢が見えるか。
· 最も炎上するパターンは、平時の本気度が怪しいときに、それを隠そうと、その場しのぎで塗り固めようとする姿勢。
5-(9) 揺さぶり質問への対処法
· 一見すると理不尽とも思えるような質問をぶつけてくるのは、揺さぶって狼狽えさせ、準備した想定問答にない答えを引き出そうとする記者のテクニック。
· 感情的になる聞き方をしてくるのは〝わざと″であり、しっかり感情をコントロールし、落ち着いて対応する。
· 「ここが正念場」と心得、質問した記者の目を見て（睨むのではない）、ゆっくり、真摯な心持ちで応じる。
· 首をかしげる、苦笑いする、ため息をつくなど、記者の戦闘意欲に火を点けるだけでなく、画像・映像として拡散されるので、絶対にNG。
· 主なバリエーションは次の通り。
· 回答を覚えるのではなく、スタンスを理解する。
	質問
	回答

	同じことを何度も聞く
わざと同じ質問を何度も繰り返す
	「　（同じ答えをする）　」
· 真摯に丁寧に、同じ答えを何度も返す。付加情報がなくても〝根くらべ″と思えばよい
· 「ですから」「さきほどもお答えしたように」などの感情的念押しの枕詞は禁句

	意見を誘導する
「業界でこんな話があるのだが、どう思うか」
	「その内容に関し、ここで私見を述べることは適切ではないと考えるので、差し控えさせていただく」

	仮定の質問を繰り出す
「事実だとしたら、社長は辞任するのか」
	「仮定のご質問であり、それに基づいてお答えすることは、ミスリードを招くこともありうるので、差し控えさせていただきたい」

	将来のことを問う
「未来永劫、同様のことは絶対にないと言い切れるか」
	「今はそのように思っているし、それが継続できるよう努力してまいる所存だ」
· 「将来のことは（誰にも）あからない」という回答は必ず逆手に取られ、「社長は将来の可能性に含みを持たせた」となるので注意

	決めつける
「要は誰も責任を果たしていないということか」
	「　（同じ答えをする）　」
· 反論するのではなく、何度でも同じ回答をすること
· 「そうではなく」など否定の枕詞は論争になるのでつけない

	極論を言う
「顧客ではなく会社の立場を優先したということか」
	「　（同じ答えをする）　」
· 反論するのではなく、何度でも同じ回答をすること
· 「そうではなく」など否定の枕詞は論争になるのでつけない

	結論を迫る
「操作ミスをしたのか、していないのか」
	「目下、原因究明に全力を挙げているところであり、それを踏まえて改めてご説明させていただきたい」
· 言い切れない段階で、安易に言い切らない
· 「していないと思う」「していないと信じている」など〝解釈″を語っても揚げ足を取られるだけ


5-(10) 言ってはいけない／やってはいけないこと
· 以下は主な事例。
· 自分が言っている／やっている姿がネットで拡散されていることを想像すれば、なぜ「いけない」のかは明らか。
	観点
	具体例

	責任転嫁・保身
	· ｢部下／現場／子会社がやったことだ」
· ｢私は知らなかった」
· ｢法的には問題ない」
· ｢業界では以前からよくやる手法だ」
· ｢見解の相違だ」
· ｢たまたま起きた／めったに起きることではない」
· ｢運が悪かった」

	開き直り
	· ｢ノーコメント」
· ｢私は寝てないんだ！」
· ｢想定外のことが起きた」
· ｢当社も被害者だ」

	感情爆発
	· 記者と論争する
· ポーズだけ謝罪する
· 不快感をあらわにする
· 泣き出す
· 土下座する
· ｢その質問は、さきほどお答えしましたよね」
· ｢ですから……」
· ｢何度も言っているように……」

	憶測・推測
	· ｢おそらく〇〇〇だと思う」
· ｢たぶん〇〇〇なのではないか」
· ｢こんなことはなかなか起き得ないと思う」
· ｢同業者でも同じなのではないか」

	内向き
	· 専門用語を並べる
· 社内用語を連発する

	逃げ
	· ｢オフレコですが……」
· ｢個人的には……」
· ｢調査中です／確認中です」を連発する
· 質問に答えずに、ただただ謝る

	絶対にNGの行為
	· 首をかしげる
· 苦笑いをする
· ため息をつく
· 背もたれによりかかる
· 肘をつく
· 腕を組む


5-(11) 会見終了後の〝ぶら下がり″取材対応
· 司会進行役が会見の終了宣言をした瞬間から、「次は〝ぶら下がり″取材というプログラムがある」と思っておく。
· ダメ押しの挑発を覚悟し、落ち着いて、ゆっくりとした姿勢で臨む。
· 延々と応じる必要はないので、広報が適当なタイミングで切り出し、「失礼いたします」と言って歩き出してかまわない。
· 帰る際も気を抜かず、「社長、お疲れさまでした」と労をねぎらうのは、言わずもがなですが帰社してから。
· 会見で壇上に並びながら、ほとんど回答しなかったほかの役員がいれば、その人はとくに注意。
· 社長と同じスタンスで、同じ回答をすること。
· 〝ぶら下がり″取材が自分にもあると覚悟して、社長の回答をメモするなど、頭に入れておくこと。
· ここで独自路線を出すことに意味はない。
5-(12) リハーサルの実施
· 「入場→司会による開会→社長声明→頭を下げる→質疑応答の開始」くらいまでの一連を必ずやっておく。
· ①立ってやる、②声に出してやる、③誰かの前でやる、の３点がポイント。
· 司会進行役（広報責任者）も同様。
· 頭を下げるのが「10秒間、腰から45度、手は体の横」であるのは、その姿をしっかりと画像・映像で押さえてもらうため。10秒はけっこう長いので、これも体験しておくこと。
5-(13) 服装
· スーツは濃紺、ワイシャツやブラウスはノーマルな白、ネクタイは無地の濃い色、時計は地味な黒ベルト、靴も黒、アクセサリー類は外す、あれこれ議論の余地なし。
· 社長は、フルセットを会社に常備しておくべき。
· できれば広報も同様に準備をしておくのが望ましい。
 6. その他　     　　　　　　　　　　　　　　　　        　　　
6-(1) 社内への情報共有
· 危機発生時においては、対メディアの広報対応を軸にものごとが動いていくが、危機に直面していること自体は、すべての従業員が同じ立場である。社内への情報共有は、徹底して社外と同じタイミングで同じ情報をもって行うこと。
· 社内への情報共有は、ポジション・ペーパーを用いて行う。
· 社内各部門の責任者に対し、更新するたびに最新版のポジション・ペーパーをタイムリーに共有する。
· ポジション・ペーパーは部門責任者限りとし、従業員には内容のみ共有してもらう。
· ポジション・ペーパーそのものは外部発信用でないことを理解してもらい、そのまま外に出ることのないよう管理を徹底してもらう。
· 質問や疑問、その他に問題点などあれば、遠慮なく広報に知らせてもらうこと。
· 社内各部門の責任者を集めた定期的な社内説明会を開催し、全体的な進捗・進展を共有する。
· とくに記者会見の開催の直後は、社内の各部門の関係先からの注目が上がることに鑑み、情報共有が必要。
· 毎回でなくても、社長からの直接説明を設定する。
6-(2) 社内の情報統制
· 各部門の責任者を通じて情報共有を行うのと並行して、次の３点について協力を依頼する
1. メディアからの問い合わせは、何も回答せず広報部門に一本化すること。
2. 本件に関し、家族・友人・知人に話をしたり、SNSに投稿したりすることは、固く控えること。
3. 何か困っていること、問題点、外部関係先からの指摘事項などがあれば集約してもらうこと。
6-(3) 報道のモニタリング
· どんなメディアに、どんな論調で扱われているのか、SNSも含めて、できる限り網羅的に把握する。
· PR会社に依頼し、論調分析までセットで対応してもらうべき。
6-(4) 危機広報コンサルタント／PR会社
· 危機広報コンサルタント
· 特徴・強み
· 多数の事例を踏まえた知見と的確なアドバイス、迅速な判断
· 依頼内容
· 全体の対応方針への助言
· 謝罪会見開催の是非を判断する際のアドバイス
· 都度対応に関する相談
· 社長声明、謝罪の言葉の吟味　　　など
· PR会社
· 特徴・強み
· 組織力・機動力・情報力を活かした物理的な準備・手配や、マンパワーを要するタスクの支援
· 依頼内容
· 記者会見会場の手配とセッティング
· 記者会見案内の発信ととりまとめ
· メディアの動向に関する情報共有
· 報道モニタリング　　　など
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